
1 はじめに

インターネット元年といわれた 1995年。当時

は一部上場企業でも、企業内電子ネットワーク

（以後、イントラネットと呼ぶ）を構築している

ところは少なかった。1995年のエンジニアの組

織コミュニケーション調査でも電子ネットワーク

化に躊躇している企業が見られた1）。しかし、そ

の後多くの企業が業務の電子化を図るとともに電

子ネットワーク化を推進していった。バブル崩壊

後の不況時の企業では「業務のスリム化」「効率

向上」「高速伝達」「ボトムアップ」「情報の共有

化」「意思決定の迅速化」など効率化を図るツー

ルとしてイントラネットへの期待が高まっていっ

た。そしてインターネット元年から約 10年経っ

た現在、イントラネットは導入、定着期を経て、

セキュリティの時代に入っている。この数年で日

本の企業での電子コミュニケーションは大きく様

変わりしており、企業間のネットワーク分析も行

われている。企業組織に限らない電子コミュニケ

ーション研究は携帯電話・匿名性・バーチャルと

実社会などのテーマで多くの研究が展開されてい

る。しかし知識労働者が急増したと分析され、情

報社会と言われて久しい現代にあっても職場にお

けるイントラネットに関する研究は少ない。そこ

で私たちは 2002年度の社会調査実習で企業組織

おいて電子媒体を用いたコミュニケーション

（Computer Mediated Communication 以後、CMC

と呼ぶ）と対面コミュニケーション（Face to Face

Communication 以後、FTF と呼ぶ）の関係を検討

するために調査を行った。イントラネットは当該

企業の関係者以外閲覧、利用が不可能であるた

め、社外からの可視性は低く、企業組織内におけ

る電子コミュニケーションでの現象が明らかにさ

れることは、組織研究として意義深いことといえ

よう。本稿ではこの調査で得られた知見の中から

特徴的であったものをいくつか抜粋して概観す

る。なお本研究では以下に示すものをイントラネ

ットの代表的な機能と考えている。（1）企業内電

子ネットワーク上のメンバー全員に知らせること

を目的とし、比較的更新性が高い「伝言板」機

能、（2）メンバーのノウハウや共有されることが

望まれる情報の蓄積に用いられる「データベー

ス」機能、（3）ディスカッションや自由発言の場

として提供される「会議室」機能、（4）「電子メ

ール」機能。他にも種々の機能があるが、これら

の機能を総称して「イントラネット」として扱

う。

2 研究の目的と電子コミュニケーション

に関わる先行研究

2. 1 日本における電子コミュニケーション研究

インターネット、イントラネットの導入が日本

より先行しているアメリカでは 1980年代から組

織内電子コミュニケーション研究が多くみられる

（Daft and Lengel 1984 ; Fulk et al. 1990 ; Kiesler and

Sproull 1992 ; Markus 1994 ; Rice et al. 1994 ; Carlson

and Davis 1998）。電子媒体導入による社会問題と
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して、C. Brod がシリコンバレーの事例から警鐘

を鳴らしたテクノストレスは、日本でもキーパン

チャーなどの VDT 障害の女性たちやコンピュー

タへの不適応に悩む中高年に関する研究が盛んに

なった（Brod 1984）。それでも日本の IT 技術に対

する期待は高く、電子ネットワーク技術・通信機

器、特に携帯電話は世界に冠たる技術を誇る。日

本は世界の中でも携帯電話の普及率が非常に高

く、携帯電話に関わる現象への関心も高い。その

ため技術だけではなく携帯電話に関する社会現象

の研究も世界に先んじている（Ito et al. 2005）。ま

たインターネットの普及とともに匿名性ゆえの現

象や非同期性などの利便性、そして爆発的な情報

量などへの関心が高まっていった（池田編

1997）。しかし、電子媒体における私的空間の研

究が活発であるのに対して、就業者の約 8割が雇

用者であり、企業組織で非匿名の電子コミュニケ

ーションを行う多くの人々への研究は非常に少な

い（桑田 1995；藤本 2000；若林 2003）。そのた

めイントラネットにおけるコミュニケーションの

先行研究といえば、ほとんどが外国の組織を対象

にした研究となり、日本の企業組織に対する手が

かりは乏しい。

2. 2 メディア選択研究

FTF と CMC に関わる研究にメディア選択の決

定要因に着目した研究があり、メディア特性的要

因、技術決定論的要因、社会的要因などからアプ

ローチされている。R. L., Daft and R. H., Lengel

はメディアが伝達できる情報の量や質の豊富さに

着目し、「メディア・リッチネス理論」を提出し

た（Daft and Lengel 1984, 1986）。彼らは情報処理に

おいてメディアの特性をリッチネスという観点か

らタスクとの適合性を分析している。たとえば込

み入った交渉において対面は多義性の除去という

点でよりリッチな情報を伝達できるが、電子メー

ルはリーンな（情報に乏しい）メディアであると

している。この理論は人がメディア利用に合理的

選択を行うのが望ましいという立場から研究され

ているが、それ以外にも技術特性の面からメディ

ア選択を規定するという、たとえば、「アクセシ

ビリティ（利用上の手軽さなど）」についての研

究もなされた（Sproull and Kiesler 1992 ; Huber

1990）。これは人々のメディア選択行動が情報の

質よりも技術的なアクセシビリティが優先されが

ちであるというものであるが、このアクセシビリ

ティは技術的な面だけでなく、心理的な面での影

響も分析視点に必要である。これに対して社会的

要素の影響について象徴的相互作用モデルや社会

的定義理論などが提出された（Trevino et al. 1987 ;

Markus 1994 a, 1994 b）。L. K, Trevino らは H. G.,

Blumer の象徴的相互作用論に影響を受け、メデ

ィアに付随した「象徴的意味」に着目し、メディ

アのもつ権威や緊急性などが選択規定要因になる

とした2）。M. L., Markus は組織の中での新しいメ

ディア採用者が一定の境界値を超えることで普

及、または採択者がいなくなるという「クリティ

カル・マス理論」を示し、さらにメディア選択に

キーパーソンの採用が影響を及ぼし、制度化され

るプロセスに着目している。加えて Markus は相

手との相互作用を避けたい場合に電子メールが選

択されがちな傾向を見出し、メディア選択行動が

「ネガティブな心理状況」に影響されることを示

した。この選択行動研究は伝えにくい内容でのコ

ミュニケーションの際にリーンなメディアを使う

ことで、相互作用を避けていると結論づけられ

た3）。また S., Kiesler らはメディア選択後に起こ

る現象として CMC での地位の「フラット化」に

ついて実験を行い、同じメンバーでも FTF より

CMC では社会的属性の影響が弱まり、発言の影

響力の差が縮小することを発見している。このよ

うにして 1980年代半ばに登場したメディアリッ
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チネス理論は多様なアプローチから再解釈されて

いったのである。

2. 3 問題設定

本稿ではメディア選択に関する先行研究を踏ま

えつつ、企業組織内での FTF と CMC の関係を

次の 3点から検討する。1つめは上司・部下とい

う職制上の序列の中でどのようなメディア選択行

動を行うかということについて分析する。インタ

ビューで「自分の目上の方だったら、逆にメール

だけで済ますのが失礼と意識があり、ちゃんと足

を運んで会いに行きますね」（B 社 営業職・女

性）と述べられたように、FTF には電子メール

よりも丁寧さを表す象徴的な意味がある。上下関

係に対する規範意識が強い組織では上司がどのメ

ディアを用いようと、部下は FTF を優先するか

もしれない。反対に上下関係に対する規範意識が

弱い組織では連絡用メディアの象徴的意味に規範

意識は反映されず、CMC が制度化されていれば

部下は CMC をためらいなく用いるだろう。ここ

では上司が多用するメディアと部下が上司へ連絡

するメディアの対応関係を分析する。2つめはメ

ディア選択の要因として「アクセシビリティ」に

着目する。多忙な情報社会に生きる現代人にとっ

てアクセシビリティはメディア選択の合理性には

重要な要素である。過重労働ゆえにアクセシビリ

ティの高いメディアとして電子メールを選択し、

また電子メールを多用することで情報処理量が増

え、さらに労働が増えるという負のスパイラル

が、現代人を多忙の渦に巻き込んでいるのではな

いだろうか。そこで CMC 優先態度の要因として

「多忙さ」の観点から分析を行う。3つめは Kiesler

らの「フラット化」研究に着目し、日本の企業組

織において同様の議論が成立するかを検証する。

Kiesler らによれば、FTF より CMC の方が社会

的情報が少なく、相手の存在感が薄くなり、FTF

での社会的な地位差などの影響力や規範が弱まる

（Sproull and Kiesler 1992）。CMC が優先される組織

では職制での序列が平準化し、低位職者に発言影

響力が高まると考えられる。しかし年功序列がま

だまだ根強い日本の組織で職階を越えたフラット

化が起こるかは確認が必要である。以上の 3点か

ら企業組織での FTF と CMC でのメディア選択

行動と CMC における職位の序列構造について分

析し、CMC の制度化にまつわる現象を検討す

る。

3 調査の概要および方法

本調査4）は京都市内に本社があり、イントラネ

ット・システムを構築している一部上場の大手製

造業に対して協力を依頼したものである。本調査

はインタビュー調査とアンケート調査の両方を実

施しており、以下にその概要と方法を示す5）。

3. 1 調査対象

対象企業の概要は表 1に示す通りである。

3. 2 インタビュー調査

時期：2002年 7月

対象者：各社 7名 計 35名

人事担当者 1名・情報システム担当者 1

名・一般職員から課長職相当以上まで 5名

（20歳代から 50歳代までの事務職、専門職

の男女社員）

役員への追加調査（2003年～2005年）

3. 3 アンケート調査

時期：2002年 8月

対象者：本社勤務のイントラネット使用環境に

ある社員

方法：A 社、B 社、C 社は 150部の郵送

D 社には調査票の電子ファイルを電子メー
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ルで送付後、D 社担当者によるイントラネ

ット上のアンケートへの変換作業後、調査の

実施。

（E 社はイントラネットの利用率が低いことか

らインタビューのみ）

回収率：A 社 142 名（95％） B 社 92 名

（61％） C 社 124 名（83％） D 社 212

名（D 社からは電子データ送付）

A 社～D 社まで全て有効回答

回答者：男性 427名 女性 143名

平均年齢 男性 39.5歳（SD 8.99）

女性 34.4歳（SD 8.36）

4 FTF と CMC のメディア選択行動

とその影響

4. 1 メディア選択と反復性

表 2は上司が業務連絡に多用するメディアに対

して、部下が上司への連絡に多用するメディアの

関係を示したものである。大きな特徴は多くの部

下が上司の多用するメディアを選択して連絡して

いる。つまり上司が口頭・電話などの CMC 以外

を多用する場合、部下は上司への連絡を CMC 以

外で行う傾向があり、上司が CMC を多用する場

合、部下は上司への連絡に CMC を用いる傾向が

ある。非匿名であり、職位の序列が明確でも、多

くは「オウム返し」で反復的なメディア選択が行

われている。口頭・電話は同時性が高く、その場

で情報交換が行われることが多く、選択の余地が

ないと推測できる。また 20％～30％程度である

が、上司が電子メールで連絡をしてきても口頭で

連絡する部下もおり、上司がメモのような非同期

でのメディアを多用する場合でも部下は口頭で連

絡することが多い。これに対して、上司が電子メ

ールを多用した場合は電子メールを多用する部下

が多い。Trevino は FTF には信用や親善のメッセ

ージ性があるとしており、その意味で上司への連

表 1 調査対象企業概要（2002年調査当時）

企 業 創業年 資本金 社員数 業 種 イントラネット導入年

A 社 1946年 約 132億円
男性 909名
女性 3,657名

衣料製造業 1995年

B 社 1875年 約 168億円
男性 2,768名
女性 450名

計測機器製造関係 1996年

C 社 1842年 約 1億円
男性 1,437名
女性 206名

酒造業 1997年

D 社 1868年 約 365億円
3,017名
（男女比約 12：1）

半導体製造装置
製造業

1996年※

E 社 1933年 約 640億円
男性 5,050名
女性 1,451名

制御機器製造業 1996年

※1991年から独自のネット環境あり

表 2 上司から部下への連絡手段 と部下から 上司
への連絡手段 （上段：実数 下段：構成比）

上司への連絡手段

口頭 電話 メモ メール 合計

上
司
か
ら
の
連
絡
手
段

口 頭
314

84.9％
2

0.5％
11

3.0％
43

11.6％
370

100％

電 話
4

18.2％
12

54.5％
0

0.0％
6

27.3％
22

100％

メ モ
9

56.3％
0

0.0％
5

31.3％
2

12.5％
16

100％

メール
38

25.5％
4

2.7％
3

2.0％
104

69.8％
149

100％

合計
365

65.5％
18

3.2％
19

3.4％
155

27.8％
557

100％
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絡用メディアに口頭を選択する率が高いほど、上

司への敬意、権限への服従を表す象徴的意味の指

標としてとらえられる。反対に電子メールは物理

的にも心理的にもアクセシビリティが高く（ホワ

イトカラーにとって今や手軽なメディア）、出向

かなくてもよいため、連絡における時間的コスト

や Markus が述べたネガティブな心理状況を避け

ることができるという心理的コストが低く、上司

への敬意・服従よりアクセシビリティを優先する

行為ととらえられる。上司が電子メールを多用す

ることで象徴的意味よりも簡便な連絡メディアの

利用を許容する規範が成立しやすいと考えられ

る。上司が CMC を多用する組織は部下も CMC

を多用し、全体として電子メディア採用者がクリ

ティカル・マスを超えやすいといえよう。

4. 2 「多忙さ」によるアクセシビリティ優先行

動と CMC の制度化

業務における CMC は、情報伝達のために必要

な移動時間を不要にし、非同期での情報伝達を可

能にするなど効率的な面が受容される点として挙

げられる。しかし、効率の高さゆえに膨大な情報

が流れ、それを受け止め、「多忙感」をもつ現代

人も少なくない。

4. 2. 1 上司へのメディア選択行動から見た CMC 許容

態度

まず、管理職には直接的な用件だけにとどまら

ず、CC メール6）が多く送られる。インタビュー

でも報告代わりになって便利という回答もあった

が「CC メールが溜まるとうっとおしい。CC メ

ールは扉だけ見て閉じる」（B 社・営業職・男性）

という回答や「無関係な電子メールが多数送られ

てくる」（D 社・システム管理・男性）といった

回答があり、受信者のストレスが語られた。そこ

で、以下では「多忙さ」の指標として、電子メー

ルの受信量を用いて、回答者に要求される情報処

理量を検討する。その上で多忙な人がどのような

メディア選択行動をとるかを分析する7）。メール

受信量の分類は 1日当たり「少：10通未満

中：10～29通 多：30通以上」の 3種類とす

る8）。「多忙さ」による「アクセシビリティ」優

先行動を分析するため、上司からの連絡手段・上

司への連絡手段と電子メールの受信量の関係を示

したものが図 1である。電子メール受信量が増え

るごとに上司が口頭を多用していても、上司への

連絡手段に電子メールを多用する部下が多くなっ

ている。反対に電子メール受信量が少ないほど、

上司がメールを多用していても上司への連絡手段

に口頭を用いる部下が多いことがわかる9）。

4. 2. 2 緊急時の連絡メディア選択行動から見た CMC

許容態度

上司が連絡に電子メールを多用する場合、部下

も電子メールを多用しており、職階の下で行われ

るコミュニケーションでも、効率重視の CMC が

許容されている状態が示された。常時電子メール

を多用する組織にとって、非同期性や低コストと

いう特性をもつ電子メディアへの「信頼度」はい

かなるものだろうか。そこで緊急性の高い情報伝

達に何を用いるかという項目を用い、電子メール

利用の許容態度を検討する。非同期でも連絡が可

能という電子メールの特性は、直接的な手段で伝

えられない場合を除いては、緊急の際には適合的

とはいえず、それでもなお、電子メールで連絡す

ることは相手が読めない状況にあることも十分予

測される。しかし、電子メールに過度の「信頼

性」が共有されている組織では、情報を送ること

が目的となり、相手が緊急情報を受け取るかにつ

いて関心が払われないまま使用されることもあ

る。D 社の管理職は「その日の午後の会議の時

間変更を平気で電子メールを使って知らせてくる

社員がいる。会議もあるし、いつも机に向かって

いる仕事ばかりじゃない」と憤慨していた。電子
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メールは「情報保存のために便利だ」「相手が不

在でも伝えられる」（各社の CMC に関するイン

タビュー）という利便性が好まれるが、電子メー

ル依存型、あるいは電子メール過適応型社員が多

い場合、送ることが目的で伝えることが目的から

欠落してしまい、情報を共有することが望ましい

という情報共有規範（Wofford 1977）はかえって低

下してしまう。

緊急性を要求する状況として設定した「当日の

午後の会議の時間の変更を伝えるメディアは何

か」という項目を電子メールの受信量ごとに使用

メディアを示したのが表 3である。企業ごとの特

徴をみると A 社以外、電子メールを多用する企

業が多く、電子メール受信量が「中・多」の回答

者は、緊急時にも電子メールを利用する傾向があ

る。日本の大手企業の多くが業務連絡に電子メー

ルを多用していると考えられるが、緊急性を要求

する用件でも多用されていた。これは先の図 1に

示した上司への連絡だけでなく、緊急性を要求さ

れる場合でも CMC に対する「寛容さ」（過適応）

の表われといえよう。この傾向は A 社～C 社

では世代を問わず起こっており、D 社は年齢が

低いほど緊急時に電子メールを用いる傾向があっ

た。

4. 2. 3 電子メールの集中と多忙感

ではどのような人々が寛容な CMC 許容態度を

もっているのだろうか。部下が上司への服従や敬

意・時間的緊急性などを上回る優先度を与えるこ

とは何であろうか。電子メールはホワイトカラー

の業務にとって、今や欠かせないものとなり、手

早さ、移動コストなどを考えると非常に低コスト

でアクセシビリティが高い。ここで先述した過重

労働について考えてみたい。日本の労働者の労働

時間は非常に長く、生産性を労働時間で割ると発

展途上国並である。長時間労働の上に情報処理が

非常に多ければ、アクセシビリティを優先せざる

をえないだろう。そのため管理職への仕事の集中

度、電子メールの情報処理の多さゆえの、「多忙

さ」「過重労働」が彼らをアクセシビリティ優先

の行動をとらせると考えられる。そこで職位と受

図 1 メール受信量と上司と部下が多用するメディアの関係
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信メール量の関係を示したものが表 4である。業

務上、管理的情報が集中する上位職者の電子メー

ルが過多になると予測されたが、FTF が多い A

社では職位に関わらず受信量は少ない社員が多

い。B 社は上位職者ほど受信量が多く、C 社も上

位職者ほど受信量が多いが、受信量が「多」とい

う者は少なく、「中」程度でまでに 98％の回答者

が含まれる。D 社は上位職者ほど受信量が「多」

に該当する者が多いが、「中」程度では低位職者

表 3 メール受信量と緊急用件の連絡手段の組織比較
（上段：度数 下段：構成比）

緊急用件の連絡手段

メール
受信量

口頭 電話 メモ メール 合計

A 社

少
52

44.4％
48

41.0％
5

4.3％
12

10.3％
117

100％

中
2

11.1％
10

55.6％
0

0.0％
6

33.3％
18

100％

多
0

0.0％
2

100％
0

0.0％
0

0.0％
2

100％

合計
54

39.4％
60

43.8％
5

3.6％
18

13.1％
137

100％

B 社

少
16

31.4％
15

29.4％
1

2.0％
19

37.3％
51

100％

中
8

26.7％
5

16.7％
1

3.3％
16

53.3％
30

100％

多
2

25.0％
3

37.5％
0

0.0％
3

37.5％
8

100％

合計
26

29.2％
23

25.8％
2

2.2％
38

42.7％
89

100％

C 社

少
15

18.3％
31

37.8％
1

1.2％
35

42.7％
82

100％

中
9

27.3％
5

15.2％
0

0.0％
19

57.6％
33

100％

多
1

33.3％
1

33.3％
0

0.0％
1

33.3％
3

100％

合計
25

21.2％
37

31.4％
1

0.8％
55

46.6％
118

100％

D 社

少
23

33.8％
18

26.5％
27

39.7％
68

100％

中
9

10.7％
34

40.5％
41

48.8％
84

100％

多
7

13.5％
16

30.8％
29

55.8％
52

100％

合計
39

19.1％
68

33.3％
97

47.5％
204

100％

表 4 職位とメール受信量の関係の組織比較
（上段：度数 下段：構成比）

メール受信量

少 中 多 合計

A 社

課長職相当
以 上

36
87.8％

4
9.8％

1
2.4％

41
100％

係長職相当
20

80.0％
5

20.0％
0

0.0％
25

100％

主任職相当
13

76.5％
3

17.6％
1

5.9％
17

100％

一 般 社 員
45

88.2％
6

11.8％
0

0.0％
51

100％

合 計
114

85.1％
18

13.4％
2

1.5％
134

100％

B 社

課長職相当
以 上

1
6.3％

8
50.0％

7
43.8％

16
100％

係長職相当
2

33.3％
3

50.0％
1

16.7％
6

100％

主任職相当
21

58.3％
15

41.7％
0

0.0％
36

100％

一 般 社 員
27

84.4％
5

15.6％
0

0.0％
32

100％

合 計
51

56.7％
31

34.4％
8

8.9％
90

100％

C 社

課長職相当
以 上

18
56.3％

14
43.8％

0
0.0％

32
100％

係長職相当
4

66.7％
2

33.3％
0

0.0％
6

100％

主任職相当
4

80.0％
1

20.0％
0

0.0％
5

100％

一 般 社 員
56

72.7％
18

23.4％
3

3.9％
77

100％

合 計
82

68.3％
35

29.2％
3

2.5％
120

100％

D 社

課長職相当
以 上

9
18.0％

15
30.0％

26
52.0％

50
100％

係長職相当
32

29.4％
56

51.4％
21

19.3％
109

100％

主任職相当
19

57.6％
9

27.3％
5

15.2％
33

100％

一 般 社 員
11

64.7％
6

35.3％
0

0.0％
17

100％

合 計
71

34.0％
86

41.1％
52

24.9％
209

100％
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も上位職者と同様の受信量であることから、組織

全体で電子メールが多用されている様子がうかが

える。電子メール受信量は A 社・C 社が少・中

程度であり、B 社・D 社が多い傾向にあった。

電子メール受信量と多忙感の関係を比較すると、

各社組織内ではメールの受信量が多い者ほど多忙

さを感じており、組織間比較でも電子メールでの

仕事が「少ない・適量」だと感じている者が A

社 96％、B 社 71％、C 社 88％、D 社 61％と受

信量と多忙感は共変していることが示された10）。

表 3・表 4から多忙な者は緊急でもアクセシビリ

ティの高いメディアを選択しやすく、また電子メ

ール受信量の多い社員が多い組織ほど全社的に

「多忙感」が高まり、アクセシビリティの高いメ

ディアに対する「寛容さ」が共有されると解釈で

きるのである。

4. 2. 4 「多忙さ」によるアクセシビリティ優先と CMC

の制度化のまとめ

本節では電子メールの受信量に着目し、受信量

が多い者ほど上司の利用メディアの影響以上に電

子メールを多用する傾向を確認した。次に緊急時

という時間的同期性を求められる内容の伝達に電

子メールを用いる回答者の数によって、その組織

の CMC 許容態度の把握を試みた。B・C・D 社

の電子メールの受信量で中程度以上の者が緊急時

でも非同期性のメディア利用を許容していた。企

業での業務そのものが現代では CMC 重視状態で

あるためか、各社類似傾向を示し、比較は困難で

あった。そこで多忙な者は組織規範を越えてアク

セシビリティの高さを優先するかという点を職位

別で確認したところ、A 社・C 社は管理職でも

中程度の電子メール受信量であったのに対して、

B 社・D 社は上位職者ほど受信量が多く、こと

に D 社は下位職も多い傾向があった。多忙感を

比較すると各社とも電子メール受信量の多い者に

多忙さを感じている者が多く、受信量の多い組織

には全体的に多忙感の高い者が多かった。電子メ

ールが多用される組織では、受信量の多い者は上

司にも電子メールで連絡をとる傾向にあり、低位

職者も含めて多忙感を感じている。以上のことか

ら CMC 重視型組織の成員は多忙さによりアクセ

シビリティの高いメディアを優先的に選択する傾

向があるといえよう。

4. 3 CMC における社会的地位のフラット化

最後に緊急時でも CMC を多用しがちな現代の

企業組織であるが、CMC ではどのような現象が

起こっているのだろうか。本節では FTF と CMC

での職制上の地位の影響を比較し、FTF におい

て制度的に位置づけられた社会的地位要素と

CMC の関係性の検討を行う。ここでは FTF での

打ち合わせおよび会議での発言影響力の認知と

CMC でのそれに傾向差がみられるかを分析す

る。上位職者に意思決定の権限が与えられている

ことから職階にしたがった影響力が予想される。

なお本節での FTF は対面のミーティング、CMC

はメーリングリスト（限られたメンバーのみに同

時発信されるメールグループでの情報交換の場。

以後 ML と呼ぶ）・電子会議室を用いて分析を行

う。なお、ML と電子会議室で自己の発言の「影

響力あり」と回答しているすべての者は、ミーテ

ィングでも発言に影響力があると答えている。い

いかえれば、FTF で影響力がない者は CMC でも

影響力を発揮することはなく、ミーティングで影

響力があっても CMC になると影響力が低減する

傾向にあるといえる。また ML と電子会議室で

の発言影響力があると認知している回答者のうち

86％が重複している。

職位と発言影響力の関係をミーティング・ML

・電子会議室での影響力の認知（「あり」「な

し」）と職位のクロス表作成後（詳細は付表 1参

照）、各セルの残差を標準化して「影響力あり」
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のみを示したものが図 2である。この図から課長

以上・係長とミーティングでの影響力の関係は、

上位職は期待度数より観測度数が多く、下位職は

期待度数より観測度数が少ない傾向にあり、職位

と影響力間に相関性が見られる。しかし、ML・

電子会議室ではどの職位も残差が小さく、職位と

影響力には有意な関係性は見られない。言い換え

れば、ミーティングで発言影響力が高い上位職

は、ML・電子会議室では下位職との影響力の差

が縮まり、ミーティングでの発言影響力が低い下

位職は、ML・電子会議室では上位職との影響力

の差が縮まっている。FTF では影響力の職位差

は大きく、職階にそったものとなっているが、

CMC では、影響力の職位差は小さくなってい

る。FTF での発言影響力への職制の影響は、CMC

でフラット化することが確認された。インタビュ

ーでも「直接会って話すと男性の上位職者者は高

圧的に話す人があるが、同じ人でも電子メールだ

と紳士的に返事を返してくれるので、嫌な思いを

しなくてもいい」（E 社 20歳代 女性事務員）

と述べられた。非匿名の CMC では相手を特定で

きるのにもかかわらず、社会的属性の影響が小さ

くなっていることがうかがえる。また各社とも年

齢と勤続年数（r＞.90）・職位と正の相関関係に

あり、CMC のこの傾向は職位のみならず世代で

も同様の傾向が見られる。このように日本の企業

組織において CMC におけるフラット化現象は確

認された。

5 フォーマル・コミュニケーションを

ベースとした FTF と CMC の関係性

第 4章ではメディア選択の反復性、多忙感と

CMC 許容態度、そして CMC での現象として発

言のフラット化という視点から分析を行った。第

図 2 FTF と CMC の発言影響力の職位比較
（標準化後の残差を表示）
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5章では、これまでの分析をもとにメディア選択

行動と組織で共有されている規範との関係につい

て議論を行う。

5. 1 CMC の制度化とそれに関わる現象

これまで行った分析をもとに、冒頭で示した問

題について考察を行う。まず 1つめのメディア選

択行動とメディアのもつ象徴的意味の関係である

が、すべての組織で上司の多用するメディアを

「オウム返し」で多用している。同期性を求められ

るメディアは当然であるが、同期性を求めないメ

ディアでも上司の使用メディアが影響していた。

したがって象徴的意味よりも反復性の方がメディ

ア選択には強い影響を与えているといえる。さら

に、これは単に「オウム返し」の反射的行動では

なく、上司が使用することでそのメディアでの返

信を「承認」された、あるいは「期待」されている

と受け取られているとも考えられる。また同じ非

同期メディアでもメモの場合は口頭を優先する部

下が多く、メモを運んだ上司のコストを部下が意

識しているのかもしれない。上司がメモを使用し

た場合、部下の 30％しかメモを用いず口頭で返

答する傾向にあるが、電子メールの場合は 70％

が電子メールで返答している。その意味で CMC

ではメディアに付随した象徴的意味よりも社会的

文脈に付随した「承認（あるいは期待）」という意

味が優先されていると考えられるのである。

2つめの多忙感とメディア選択行動の関係であ

るが、「アクセシビリティ」の高さは、単に手軽

さという観点だけでなく、過重労働の中で働く企

業人にとってストレスからの解消としても重要な

点である。電子メールの受信量が多い者ほど多忙

感をもち、上司が FTF で伝えても電子メールで

返答していた。このことはストレスからの一時的

な解放であると同時に、電子メールへの過適応と

いうテクノストレスの影響もあるかもしれない。

電子メールの受信量が過度に多い者は、他者も自

分と同程度に電子メールのチェックを行い、同程

度に重要なメディアと受け止められていると考え

がちなのではないだろうか。電子メールのもつ

「手軽さ」は、発信者の連絡コストが低いと受け

取られるが（たとえば電話や電子メールを用いず

に、ひと手間かけてお礼状を送るという行為は、

手軽なもので済ませないという相手への敬意とい

う「象徴的意味」が含まれている）、電子メール

を多用する者は電子メールへの親和性が高まり、

「手軽」なもので済ませるというよりも、誰もが

共有できるという「情報共有規範」に従い、その

象徴的意味を付与しているとも考えられる。また

電子メールによる業務が多い者ほど職階による序

列や緊急性に関わりなく電子メールを用いる傾向

にあり、職制上の地位や緊急性優先という社会的

属性や文脈への意識が低いと思われる行動をとっ

ている。しかも電子メールが多い組織では上位職

者に配信される電子メールの量が非常に多く、上

位職者自ら、序列に対する規範意識が緩和する行

為を行っているといえよう。このことから CMC

重視型組織では組織内の序列に対する規範は弛緩

すると考えられる。

3つめの発言の「フラット化」は、本調査では

ミーティングに比べて ML・イントラ会議室では

職制上の地位の影響が低減していた。Trevino は

CMC は相手の存在感が薄くなるため、対面より

社会的属性の影響が弱まると分析しており、FTF

より CMC の方が発言がフラット化するという先

行研究の知見は、日本の年功序列型企業でもアン

ケートデータ・インタビューデータの両方から検

証された。CMC 重視型組織は低位職者にとって

は規範から解放的な組織となり、自由な発想で創

造性を発揮しやすくなるが、上位職者にとっては

規範が緩み、統率的なリーダーシップが困難にな

るかもしれない。
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また最も CMC 重視型であった D 社の特性に

ついてさらに解釈を加えると、D 社は 1995年以

前のカプラ・モデムといった VAN（高速通信シ

ステム）の頃（1980年代半ば）から全国の支社

・支所への通信手段として電子ネットワークシス

テムを構築していた。その意味で D 社の社員に

とってイントラネットは馴染みやすいものであ

り、CMC に対する寛容さが醸成されていたと予

測され、社内でイントラネット採用者がクリティ

カル・マスを超えやすい環境にあったといえよ

う。D 社では上司に電子メールを多用する社員

と多用しない社員を比べて、部署横断プロジェク

トなどでの登用に差が見られないことから、CMC

重視のメディア選択行動が個人に直接的な不利益

をもたらしていないことがわかる。これらのこと

から D 社では電子コミュニケーションを許容す

る規範が成立していると解釈できるのである。し

かし、D 社は CMC で他社より先んじている分、

電子メールでの過重労働や過適応状態も観察され

た。クリティカル・マスを超え、制度化された後

の現象について、今後さらなる追跡研究が必要で

ある。

5. 2 職種ごとの志向とメディア選択の関係

最後にメディア選択に対する業務形態の違いに

ついて触れておこう。本サンプルには現業の回答

者が少なく、事務職 44％、専門・技術職 40％、

営業職 8％とコンピュータを頻繁に使用する職種

がほとんどである。ただし、業務形態上、社員同

士の FTF の機会は事務職＞専門・技術職＞営業

職となり、自ずと CMC の頻度は職種に影響され

ると考えられる。A 社と C 社は営業職のサンプ

ルが少なく、B 社と D 社は事務職のサンプルが

少ない。C 社の本社ビルには技術部署がなく、離

れた場所にあるため、本社勤務の男性事務職が多

い。C 社は男性事務職（C 社のサンプルの 50％）

の特徴ともいえる。また B 社・D 社はエンジニ

アが多い組織で、ことに D 社は男性専門・技術

職のサンプル（57％）が多く、その特徴ともいえ

る。組織成員のうち職業ごとに組織コミットメン

トの違いがあり（藤本 2005）、専門職業人志向を

もつ者と組織人志向をもつ者では自ずとコミュニ

ケーションが異なり、メディアのもつ象徴的意味

の付与や組織での規範意識にも影響すると考えら

れる。今回は職種ごとに比較できるサンプルが得

られていないこともあり、組織での CMC の制度

化に着目して成員を職位という序列や規範の観点

から分析を進めてきたが、職種や産業の特性と制

度化の関係を分析することも必要である。

6 結 び

本稿では企業内での非匿名でのフォーマル・コ

ミュニケーションにおける FTF と CMC の関係

性について本調査で得られた知見のうち特徴的な

ものについて概観してきた。分析はメディア選択

行動の反復性、多忙感によるメディア選択行動と

CMC 許容規範、発言における職制上の地位のフ

ラット化という観点から行った。CMC を多用す

る上司がいる組織では部下もそれに習い CMC を

多用し、電子メールでの過重労働がより CMC を

制度化させていた。このように CMC を多用して

いる組織では、非匿名の職場でありながら発言が

フラット化する現象が見られた。Kiesler らの研

究でも CMC では社会的属性情報が伝わりにくい

ことから発言がフラット化しやすいと同時に、罵

倒や配慮のない発言が多くなるとも指摘されてい

る（Kiesler and Sproull 1992）。CMC 重視型組織では

CMC が低位職者にとって規範の抑圧からの解放

として機能し、上位職者にとっては過重労働から

のストレス・情報処理にアクセシビリティのよさ

という点で機能している。しかし、CMC 重視型

組織では情報の少なさにより相手の存在感が希薄
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になることで低位職者には開放的であるかもしれ

ないが、希薄化したコミュニケーションを続ける

ことは、組織内の凝集性も低下していると考える

こともできる。A 社は他の B・C・D 社よりもイ

ントラネットの利用率が低い傾向にあったが、そ

の分 FTF は多く、社員の会社への愛着は最も高

かった。一見遅れて見えることが社員の忠誠心を

維持する要素として機能しており、イントラネッ

トの利用率の変化とともに企業の凝集性も変化す

ることが予測される。また電子コミュニケーショ

ンの実態は大きく異なるにもかかわらず、職場満

足度は全社大きな差は見られなかった。一旦、入

社すると他社の内情は入手しにくいことから、転

職の少ない日本では自社内でしか自己の忙しさは

相対的にしか感じられないために、どの企業でも

満足度が同程度となることが推測される。他にも

本調査ではイントラネット上の「一般化された他

者」の存在に FTF がどのように影響している

か、イントラネット利用への同調的規範意識など

興味深い結果が見られ、これらについても分析を

進める予定である。

個人情報保護法の全面施行以来、電子情報漏洩

に関する社会の目は厳しく、企業は CSR（企業

の社会的責任）において顧客から収集した情報の

保守に苦慮している。「情報の共有」は今や「情

報の限定」が重要とされる時代である。さらに企

業組織内の電子コミュニケーションは成熟期に向

けて変容を求められている。企業組織における非

匿名の電子コミュニケーションは調査の難しさも

あり、解明されていないことが多く、調査への理

解がなければ困難であるが、今後もこれらの諸現

象の解明に努力したい。

〔注〕

１）著者が 1995年に行った開発部にエンジニアが所属
する企業 23社への調査。

２）メディアの象徴的意味的なメッセージ性は Trevino

らだけでなく M. McLuhan を始めとする多くの研
究者が着目している。

３）これに対して中村雅章はオーストラリアの多様な
企業の管理者に対する調査で Markus とは異なる興
味深い結果を導きだしている。中村の調査では伝
えにくい内容でもリーンなメディアで回避するタ
イプと伝えにくいからこそリッチなメディアを利
用するタイプとに分かれていた。Markus の情報伝
達の内容によってメディアが選択されるという知
見は、中村の研究によって、同じ状況にあってもメ
ディア選択に個人差が見られたことから、情報を
受け取る相手の特性や発信者と受信者の関係性に
も着目する必要があると修正された（中村 2003）。

４）本調査は京都経営者協会の川村雅巳様のご紹介に
より A 社・B 社・C 社・D 社・E 社にご協力頂い
た。川村様をはじめとして調査への調整を取りま
とめて下さった担当者の皆様・不慣れな学生のア
ンケート・インタビューに快く回答してくださっ
た被調査者の皆様に心から御礼を申し上げる。

５）本調査は教員・TA・社会調査実習受講生 37名に
よって実施されたものであり、1班から 6班に分
け、サブテーマを決め、その上、情報共有性を高
めるためにそれぞれの班から各企業担当班要員と
してインタビュー班とアンケート班担当者を出す
マトリクス組織型で運営した。連絡方法も FTF は
授業や時間外活動で行い、CMC ではインターネッ
ト上の会員制の擬似イントラネットや班ごとに作
られたメーリングリストを利用し、企業組織の組
織運営・コミュニケーションに近づけた（就業経
験のない学生に自律的にプロジェクトを進める意
欲、企業調査の結果を解釈する上で教育効果がみ
られた）。

６）Carbon Copy：直接の宛先ではないが、報告が必要
な人に送信記録として送られることが多い。

７）送信量も関係性が見られたが、受信量が多い人で
も 1日に送信処理できる限界があるためか、送信
量は受信量ほどの大きな差はない。

８）ここでは個人のパソコンメールではなく、業務用
の電子メールであるため、最低量を 10通未満と
し、処理量も多めに設定している。

９）ランダムサンプリングではないためχ2 検定をする
意味がないが、有意な差（p＜0.01）があることを
参考程度に付記する。

１０）これについても参考程度であるが、電子メール受
信量ごとの多忙感の平均値を多重比較すると受信
料の多い者と少ない者で有意な差がある（p

＜0.01）ことを付記する。
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